
 大東市への要請内容と回答 

大東市への要請内容と回答 

 
 

１．雇用・労働施策 
 

(1) 雇用・労働施策において行政の果たす役割を十分に認識し、市民生活の安定を最大の眼目

に、雇用の確保と創出、労政行政の充実のため力強い施策展開を行うこと。その際、大阪府

や大阪労働局などとの連携を深め行い、また雇用・労働政策と産業政策とを有効に関連付け、

良質な雇用の確保・拡大につなげること。 

(2) 大阪における雇用状況を改善させるため、政労使の各セクターが連携し取り組みを進める

場として「大阪雇用対策会議」を設置し、過去「12万人緊急雇用創出プラン(案)」や「雇用・

就労支援プログラム」などの具体的な事業を行ってきた。今後とも大阪の雇用状況の改善に

向け、「大阪雇用対策会議」の取り組みと連携し施策を強化すること。 

(3) 若年者・高齢者・母子家庭の母・障がい者・ホームレスの人等、特に就労支援を必要とし

ている人に対して、大阪府との連携を深め、かつ福祉施策とも関連させて、地域就労支援事

業の充実・強化など、よりきめ細かな取り組みを強化すること。 

(4) 改正最低賃金法や労働契約法・パート労働法など新たに施行された法令について周知を図

るとともに、その趣旨が職場で徹底されるよう企業・経営者団体等に指導を行うこと。 

(6)「仕事と生活の調和（ワーク･ライフ･バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のた

めの行動指針」の趣旨を周知・徹底させるよう対策を行うこと。 

 

（一括回答） 

(1)～(4)･(6)について、景気の後退が顕著になってきた昨今、本市におきましても雇用機会の

確保は重要な施策であると考えており、可能な限り大阪府や国（大阪労働局）などと連携し、雇

用創出につながるよう努めてまいりたいと考えております。 

雇用の支援につきましては、現在、市内３ヶ所に設置した地域就労支援センターにおいて、障

害者や母子家庭の母親といったいわゆる就職困難者といわれる人々の支援を、大阪府とも連携し

ながら行っているところです。また、住道駅前にハローワークの出先機関である地域職業相談室

を大阪労働局の協力のもと平成20年３月末に設置し、就労機会の拡大に努めているところです。 

改正最低賃金法や労働契約法、ワーク･ライフ･バランスなどの周知につきましては、企業訪問

を行った時など機会がある折には働きかけているところであり、今後もさらに様々な機関等との

連携を深めながら行ってまいります。 

 

(5)【総合評価入札制度未導入の自治体】・・・行政の福祉化の観点から総合評価入札制度を導

入すること。また委託先の最低賃金として、少なくとも連合大阪リビングウエイジ額である

時間額870円を下回らないよう、契約書・仕様書において定めること。 
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（回答） 

行政の福祉化については、市政のあらゆる分野において福祉化の視点をもち、とりわけ障害者

等就労困難者をめぐる雇用関係の厳しいなか、地域就労支援センターの設置等により取り組んで

いるところです。 

現在清掃業務委託等については、随意契約により各施設管理事業課において業務委託契約して

おります。総合評価入札制度については、大阪府の実施内容等を参考に検討しておりますが、本

市では小規模施設が大半で施設規模の違いもあり、また業者委託の場合は、市内在住者の雇用を

お願いするとともに、シルバー人材センターとの委託契約が多くなっていることから、今後も庁

内関係課と連携調整し検討してまいります。 

最低賃金については、最低賃金法等法制度のもと労使間で決定されるべきものと考えておりま

すが、行政としては必要に応じて法令遵守に努めるよう指導してまいりたいと考えております。 

 
 

２．経済・産業・中小企業施策 
 

(1) 府域の各エリアで形成されつつある特徴ある産業の集積（例：北部－バイオ、中東部－ロ

ボット・ものづくり、南部－ナノテク、湾岸地域－先端電機産業）と、中小・地場企業との

結合を深めるよう取り組みを強化すること。 

 

（回答） 

東大阪地域は製造業を基幹産業とした地域ですが、事業所数は減少傾向にあります。そのよう

ななかで、文部科学省の事業として、昨年度から八尾・東大阪・大東市域の産学民官の連携を深

めるために「東大阪地域コンソーシアム」を設立し、本市も構成メンバーとして参画していると

ころです。今後、さらなる連携を深め、引き続き東大阪地域の産業振興に取り組んでまいります。 

 

(2) 企業誘致施策について、過年度からの実績などを検証し、より有効な施策に改めて実施す

ること。 

 

（回答） 

近年本市の西部地区では、工業・準工業地域において工場が減少し、住宅が増加しております。

このことは工場の操業環境が低下するとともに、工場に隣接する住民からは不安の声が上がるこ

とにもつながりかねません。この問題への対応策・方向性について、企業誘致施策を含め、昨年

から地域住民・企業・大学・行政による議論を進めており、今後具体的な検討を行ってまいりま

す。 

 

(3) 大阪府とも連携し中小・地場企業を力強くサポートする施策を実施すること。 

 ① 使いやすい融資制度の拡充 
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（回答） 

中小企業への融資制度につきましては、本年10月31日から、原材料価格の高騰により経営環境

が悪化し、必要事業資金の円滑な調達に支障を来している中小企業者に対し、その事業資金を供

給するための緊急保証制度が実施されています。また、11月14日には保証制度の拡充のために業

種の追加指定も行われており、今後も使いやすい融資制度の拡充を図れるよう府等へ要望してま

いります。 

 

(3)－② 地場企業への官公需の優先発注 

 

（回答） 

地場企業への優先発注につきましては、関係課への働きかけを検討してまいります。 

 

(4) 中小企業の公正取引の確立に向けて、下請二法や下請ガイドライン等の周知徹底、厳格な

運用について指導を強化すること。 

 

（回答） 

米国を発信源とした世界的な金融危機が拡大している折、国内景気は一段と後退し、中小企業

はかつてない苦境にあります。このようななか、公正取引委員会・中小企業庁では下請二法や下

請ガイドライン等の厳正な運用と違反行為の未然防止を図っております。 

本市におきましても、相談があれば、関係機関と調整を図り指導強化に協力してまいります。 

 

 

３．行財政改革施策 
 

(1) 行財政改革を進めるにあたっては、まず全住民に対して、どのような自治体にしていくの

かというビジョンを示すこと。 

 

（回答） 

本市において、平成16年12月に「大東市行財政改革プラン」を策定し、最小の経費で最大の効

果を上げることができるよう、市政運営を行っています。 

プランでは、行政の役割と努力によって生み出された財源等をもとに、市民サービス向上のた

めに必要な施策の展開や投資すべき内容について示しています。 

 

(2) 行財政改革を具体化するに際しては、以下に留意すること。 

 ① 住民の安心・安全を最も重視すること。 

 ② 生活の基本である「雇用・労働」「産業」「安心・安全」の諸施策については特に重視す

ること。 

 ③ 情報公開を徹底し、住民の理解を得ながら進めること。 

 ④ 当該自治体に働く人たちが、より前向きに意欲をもって働けるよう、合意を得ながら進
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めること。 

 

（一括回答） 

(2)①～④について、行財政改革を具体化するにあたっては、都市経営をテーマとした「第４

次総合計画」の施策を踏まえながら、改革に取り組んでいます。 

①特に安心安全に関する分野は、市の重要施策として総合計画においても優先課題と位置付け、

防災や防犯、有事や環境への取り組み、またバリアフリーやユニバーサルデザイン等に配慮した

まちづくりを推進しています。 

②雇用・労働施策については市民生活の基本であって、産業振興対策と連携を図りながら雇用

の促進に向けた対策を講じています。また、今春、厚生労働省のご協力により住道駅前にハロー

ワーク機能を備えた地域職業相談室を開設し、多くの市民に利用していただき、就労の機会がさ

らに増えればと期待を寄せているところです。 

③情報公開につきましては、「開かれた市政」とする市政運営の基本姿勢に基づき、市が保有

する情報は、市民共有の財産であるという考えのもと、今後も積極的に市の情報を提供してまい

ります。 

④職員がより意欲をもって働くため、「人材育成基本方針」に基づき、充実した人事管理制度

や職員研修の構築、職場環境の活性化など、職員のもつ能力を最大限に発揮させるための「人づ

くり」の仕組みを体系化し、今後も積極的に人材育成を推進していきます。 

 

(3) 大阪府や国からの権限委譲を積極的に求めること。その際、行政施策の後退を招かないよ

う財政的な措置の観点にも留意すること。 

 

（回答） 

地方分権を推進するにあたっては、地方が自ら考え実行できる体制の構築が必要であり、その

ためには事務移譲を行い、行政サービス提供に関する決定権・裁量権の拡大を図らなければなり

ません。 

本市においては、地方分権の趣旨に基づき、すでに大阪府より積極的に事務移譲を受けており、

市民サービスの向上に取り組んでいます。今後も、大阪版地方分権推進制度などを活用し、市政

運営の充実を図ってまいります。 

 

(4) 地方税財源の充実確保に向け、大阪府とも連携して国に対しても積極的な提言を行うこ

と。 

 

（回答） 

税財源の確保に関しては大阪府市長会など関係機関を通じて随時要請しています。今後とも必

要な財源が十分に確保されるように機会のあるごとに要望してまいります。 
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４．福祉・医療施策 
 

(1) 地域医療連携体制の構築にあたっては、喫緊の課題でもある救急医療や休日・夜間診療、

小児科医療、産科医療の整備充実に向けた対策を講じること。 

  また、医師・看護師不足の解消に向け、潜在看護師の活用策や短時間勤務など多様な勤務

体系が導入可能となるような離職防止施策ならびに円滑な職場復帰のための研修制度を構

築するなど、実効性のある対策を講じること。 

 

（回答） 

小児・産科救急患者に対する受け入れ体制の不備により、患者搬送の遅延等で患者が重篤な状

態に至る深刻な社会問題が発生しております。救急医療や夜間医療につきましては、本市におき

ましても、北河内医療圏域において運営負担金を拠出し、運営に協力し対応しております。 

本市における小児医療・産科医療につきましては、それぞれの医療機関で検査や入院が必要に

なった場合、連携医療機関や新生児診療相互援助システム（ＮＭＣＳ）・産婦人科診療相互援助シ

ステム（ＯＧＣＳ）を活用し、連携がされていますが、さらに大阪府医療機関情報システムの効

果的な運用が指摘されており、大阪府に働きかけてまいります。 

また、医師・看護師不足の解消にあたっては、医療従事職者の労働環境の改善や離職防止施策

を講じるとともに、将来の需給動向を見通しつつ養成を進め、適正な供給数を確保するよう国や

府へ要望してまいります。 

 

(2) 介護労働者の質の向上や人材育成の研修等を充実するとともに、従業員に対する健康診断

や夜間を含む労働時間・労働関係法規の遵守状況、社会保険の加入状況など、事業者に対し

て指導監査を実施すること。 

 

（回答） 

介護保険労働者を取り巻く状況は、厚生労働省の調査によると、他の産業と比べると平均勤続

年数が短く正職員が少ない状況にあります。特に訪問系の職員の７割が非正規職員となっており、

本市も同様の傾向にあります。本市においては、大東市サービス事業者連絡会やケアマネジャー

研究会のなかで情報の交換を行い、職員の質の向上や人材の育成を図るばかりでなく、大東・四

條畷医師会等の協力も得て介護職員の心のケアも図っています。 

指導監査については、大阪府とともに事業所に訪問し、人員基準の遵守・労働時間・労働日数

等職員の労働状況を調査して適切に指導しています。なお、先日の第169通常国会において、介

護従事者等の人材の確保のための介護従事者等の処遇改善に関する法律が成立し、今後様々な施

策が講じられると考えています。 

 

(3) 障がい福祉サービスの利用者負担については、「障害者自立支援法の円滑な運営のための

改善策」に基づく軽減措置期間が終了し、見直しが図られる。障がい者の自立支援と社会参

加促進の観点からも、利用者が必要なサービスを利用できるように、大阪府と連携し、助成
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制度の拡充などを行うこと。 

 

（回答） 

障害福祉サービスの利用者負担制度につきましては、平成19年度からの特別対策によって利用

者負担の軽減策が実施されたところでございます。また、本年７月には「障害者自立支援法の抜

本的な見直しに向けた緊急措置」が実施され、さらなる利用者負担の軽減が図られました。 

障害者自立支援法は平成21年４月に見直しが予定されておりますが、現在のところ、厚生労働

省におきまして利用者負担軽減制度の継続や事業所に対する支援が検討されているようです。 

本市におきましては、利用者が必要なサービスを利用できるよう引き続き努力していくととも

に、市町村が地域の実情に応じて、障害者の自立した日常生活の支援を行う地域生活支援事業の

充実に取り組んでまいります。 

 

(4) 昨今増加しているメンタルヘルスの課題に対応できるよう、医療機関や健康保持増進施策

の充実を図ること。 

 

（回答） 

悩みやストレスを感じながら仕事をしている方が増加しております。健康いきがい課と四條畷

保健所では、昨今の状況から、企業向けに「ストレス講座」を行い専門的な立場でストレス解消

に努め、心の健康に対処いたしておりますが、平成21年度はさらに商工会議所との連携を深め、

出前講座を増やしてまいりたいと考えております。 

医療機関におきましても心の問題が身体疾患に現れてくることが多いと思われますので、「専

門的な心の相談窓口」の紹介や相談機能の充実に努めてまいります。 

 

４について独自要請 
 

北河内全域をカバーする福祉共済制度の結成に向けて推進を図ること。 

 

（回答） 

本市職員の福祉共済制度については、現在、大阪府内の市町村が共通に加入している共済組合

の制度があり、職員はその制度を利用しております。今後も、職員及びその家族の生活安定と福

祉の向上に寄与できるよう努めてまいりますが、北河内全域をカバーする福祉共済制度の結成に

ついては、北河内各市の福祉共済の内容・状況等も異なることから、困難であると考えておりま

す。 

 
 

５．子ども教育・男女平等施策 
 

(1) 男女が共に働きながら安心して子どもを生み育てられる環境づくりは、社会の継続性のう

えからも重要である。よって社会全体での子育て支援対策の推進に向け、市町村において策

定している「次世代育成支援行動計画」について以下の観点から充実・強化を図ること。 
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 ① 保育所の待機児童の早期解消 

 

（回答） 

本市における各年度当初の待機児童数（国新基準による）は、平成18年０名、平成19年１名、

平成20年２名であり、近隣各市と比較すると比較的低い水準にあります。本市における待機児童

は、西部の工場跡が宅地化している地域で発生しておりますが、これに対処するため民間保育所

を誘致し、平成21年度に開所する予定です。 

 

(1)－② 多様な子育て支援ニーズに応じた保育制度のさらなる拡充（休日・夜間・延長保育、

ファミリーサポート事業など） 

 

（回答） 

休日保育は、平成20年度から市内１ヶ所で、延長保育は平成21年度からは市内全園で、ファミ

リーサポート事業については平成15年７月から、すでに実施しております。 

夜間保育については、「次世代育成支援対策行動計画」の見直し時期に、市民ニーズを分析し

たうえで、実施について検討してまいります。 

 

(1)－③ 地域コミュニティとの関わりの検討及び総合的な子育て支援体制の強化 

 

（回答） 

地域コミュニティとの関わりについては、平成11年度から公立保育所で地域活動事業を開始し

園庭開放・子育て相談を行っているほか、教室や人形劇などのイベントに地域の児童と保護者に

参加していただくことで、保育所園児との交流事業を実施しています。また民間保育所に対して

も、地域活動事業実施に対する補助金制度を整備することにより、この普及を図っております。 

なお本市においては、在宅の就学前児童を主な対象として子育て支援センターを３館設置し子

育て支援体制の強化を図っておりますが、そのうちの２館の運営については市内のＮＰＯ法人を

指定管理者に指定し、地域の子育て力の育成を図っております。 

 

(1)－④ 保育現場での不安定雇用の増加は保育の質の低下を招きかねないため、安定的・継

続的な施設運営ができる制度の改善 

 

（回答） 

本市としては、所管するそれぞれの保育所が国の示す保育の基準を守るように、引き続き監視

していくとともに、国・大阪府に対して安定的・継続的に施設運営できるような制度を要望して

まいります。 

 

(2) 市町村において策定している「次世代育成支援行動計画」に基づく、子どもを見守る観点

から、学校における児童の安全確保のための小学校の警備員配置を継続し、児童の放課後対
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策についてもさらに強化を図ること。 

 

（回答） 

小学校の警備員配置につきましては、現在、大阪府からの補助金（交付金）等により対応（委

託）いたしておりますが、引き続き児童の安全確保のための対応（方法検討）を行っていきます。 

放課後児童クラブを利用する児童は、大方は５時に、延長の場合は６時に帰宅します。その時

間帯は警備員と「子どもの安全見守り隊」の方々もおられない状態です。子どもは通学路を友達

と帰り、延長の児童はほとんど保護者の方が迎えに来られます。放課後児童クラブ指導員は危機

管理マニュアルにより子どもの安全を確保しているところです。また、国から出されたガイドラ

インに従って、71名以上の大型放課後児童クラブを計画的に分割もしくは増設しているところで

あり、児童の健全育成の向上を図っております。 

 

(3) 大阪府と連携し、子どもの成長段階に応じて、「働くこと」や「社会を担うこと」など労

働関係法令の基礎知識に関わる教育の実施や、きめ細かな指導が可能となるよう小学校１･

２年生での35人学級編制を行うこと。 

  また、地域・企業・学校が連携をした「ものづくり教育」の情報と機会を積極的に推進す

ること。 

 

（回答） 

子どもたちの成長・発達や、進路・就労を取り巻く課題が社会問題となっている今日、児童・

生徒一人ひとりの勤労観・職業観を育てるキャリア教育の推進は、学校教育における重要な取り

組みです。各小・中学校において子どもの発達段階に応じた学習内容・教材による取り組みが実

施されておりますが、とりわけ中学校においては地域の施設・企業・商店等の理解と支援を得て

職場体験学習を実施しており、将来、主体的に進路を選択する態度の育成に努めております。 

少人数学級については、「子ども同士の学び合いがより深まり、きめの細かい指導が可能であ

る」という意見もあり、教育上効果的な側面もあるものと認識しております。府教育委員会が実

施している低学年における35人学級編制を有効活用しつつ、他学年においても弾力的な運用や少

人数指導の充実に努めることで、児童生徒の学力向上を図ってまいります。 

 

(4) 児童虐待防止法に対応した施策の充実及び児童相談所等における相談・支援の体制整備と

機能強化を図ること。 

 

（回答） 

児童虐待防止法は平成12年に制定され、情勢に対応するように改正を重ねています。特に平成

16年の改正では市町村の役割に相談対応が明確化され、児童相談所だけでなく虐待の通告先に追

加されました。本市では児童虐待防止連絡会議を法定化された要保護児童対策地域協議会に位置

付け、児童相談所（子ども家庭センター）及び関係機関との連携を強化しつつ、大東市児童虐待

防止ネットワークの支援体制の整備と機能強化を図っているところです。 
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(5) 配偶者暴力防止法の改正により、市町村自治体においても、①配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のための施策の実施に関する基本計画の策定、②配偶者暴力相談支援センタ

ーの機能を果たすことができる施設の設置、が努力義務となった。よって住民のより身近な

行政主体である市町村において、積極的に対策を図ること。また、市町村は大阪府との連携

のもと、地域実情に合った支援体制の整備を行うとともに、相談窓口などＤＶ防止法の内容

を広く周知すること。 

 

（回答） 

本市におきましては、平成19年４月１日施行の「大東市男女共同参画推進条例」により、ＤＶ

による人権侵害に積極的に取り組んでいるところです。また、ＤＶの相談件数は増加傾向にある

ことからも、深刻な問題であると認識しております。つきましては、市町村の努力義務となって

いるＤＶ基本計画の策定及び配偶者暴力相談支援センターの設置についても、広く市民に理解と

認識を深めていただき、検討を重ねていきたいと考えております。 

また、専門カウンセラーによる「女性の悩みなんでも相談（面接）」や、年２回の「女性の悩

みサポートライン（電話）」を生涯学習センターにおいて実施しているほか、市でも相談を受け

ております。相談を受けた場合は、他の相談機関の情報の提供をするほか、必要に応じて関係部

署や外部関係機関との連携を図り、それぞれの事案に対応しております。 

これらの相談窓口の周知・広報については、市広報誌に年数回掲載するとともに、市ホームペ

ージへの掲載、また市内関係施設でのチラシ等の設置等により行っております。 

また、被害者の保護と支援及び被害の防止に向けて、連絡・情報交換を行うため、庁内９関係

部署及び外部７関係機関で構成するＤＶ防止対策連絡会議を設置しており、この会議などを通じ

て支援体制の整備を行ってまいります。 

 

(6) 市町村自治体において、「男女共同参画行動計画」が策定されるよう取り組みを行うこと。

また、行動計画の推進にあたっては、大阪府との連携・協力を一層進め、市町村における計

画の推進や相談体制の充実などの取り組みを活性化させること。 

 

（回答） 

本市では、平成９年に「大東市男女協働社会行動計画（With youプラン）」を策定し、平成16

年３月には、男女共同参画社会基本法に基づき同計画を改定しました。また、本行動計画の計画

期間が本年度で終了することから、現社会情勢の変化に合わせ精力的に改訂作業を行っていると

ころです。 

本計画につきましては、関係部署の進捗状況を把握しながら施策の推進を図っていき、必要に

応じて関係機関や大阪府との連携・協力を行い、計画の推進や相談体制の充実を図ってまいりま

す。 
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６．環境・街づくり・平和人権施策 
 

(1)【「地球温暖化防止計画」策定済自治体】・・・地球温暖化の原因となる温室効果ガス（二

酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、代替フロンなど）の削減に向けて、施策を強化すること。

また計画目標達成のためにも、①道路交通網を整備し、慢性的な渋滞解消を図ること、②温

室効果ガス削減の観点から現インフラの有効活用につながる公共交通利用をさらに推進す

ること、③民生部門（家庭・オフィス）など対策強化する部門を明確化し、工夫をして府民・

市民への啓発に努めること、など早急に取り組むこと。 

 

（回答） 

本市では、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、市自らの事務・事業に関する温室効

果ガス排出量を抑制するため「大東市地球温暖化対策実行計画」を策定し、目標値の達成に向け

てすべての公共施設で温室効果ガス排出量の抑制に取り組んでおります。 

①について、主要な幹線道路の渋滞が周辺道路に影響し、地域的な渋滞につながっているとの

ことから、国や大阪府に広域交通ネットワークの充実強化を要望しております。また、生活道路

の整備を進めるためにも所要財源の確保に努めてほしいこともあわせて要望しております。 

本市としましても地域の実情に応じた改善を進めるため、整備及び整備計画の一層の充実を図

らねばならないと考えております。 

②について、公共交通利用など温室効果ガスの削減に向けては、マイカー通勤の自粛や毎月20

日のノーマイカーデー及び公用車の使用の自粛、そのほか、公用車の軽自動車への切り替えや天

然ガス車の導入の推進を図り、温室効果ガスの削減に向けて引き続き積極的に取り組みます。 

③について、民生部門において、廃棄物では分別収集の拡大の実施、環境部門では大阪府のバ

イオディーゼル燃料の利用社会実験に参加し、大阪産業大学・事業所・小学校と連携し菜の花の

栽培や庁舎での壁面緑化・ミスト散布の導入など、その効果を市民の皆さんに啓発しているとこ

ろです。市内事業所向けには、商工会議所と連携を図り「エコアクション21」の取得に向けて補

助金を交付し、環境に配慮した企業に向けての取り組みを支援しているところです。 

 

(2) リデュース(発生抑制)・リユース(再使用)・リサイクル(再利用) の「３Ｒ」の取り組み

を推進させ、ごみの減量化や分別収集の徹底などの施策を一層充実させること。そこで、大

阪府のごみのリサイクル率（10.5％）を早期に全国平均並み（19.0％）にするために、各自

治体においても、大阪府と連携して施策を強化すること。また食料廃棄物の削減及び同廃棄

物をバイオなどで有効活用するための施策を講ずること。 

 

（回答） 

本市では、廃棄物の資源化・減量化を推進するため「第３期一般廃棄物処理基本計画」を策定。

この基本計画に基づき、平成19年４月からペットボトル及びプラスチック製容器包装の市内全域

での分別収集の実施や粗大ごみの電話による予約引取制を導入するなど、廃棄物の減量化・資源

化に取り組んでいるところです。 

また、生ごみの減量化につきましては、生ごみ処理機の補助金制度を実施しているところです。
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バイオなどの有効活用につきましては、広域的な取り組みが有効であると考えられますので、大

阪府の考え方や近隣市との考え方など、今後の研究課題と思っております。 

 

(3) 大規模災害に備え、避難場所への誘導標識の増設、避難場所の確保、緊急医療体制の整備、

土石流対策・河川改修・海岸整備を推進させること。特に災害時の一時避難場所となる公立

学校の耐震化率が低い自治体は、優先して改善する施策に取り組むこと。また府民・市民の

安全を守る観点から、住宅の耐震性能判断・耐震改修工事に対する補助制度を早急に確立・

拡充し、相当分の予算を確保すること。 

 

（回答） 

避難場所につきましては、学校体育館及び公民館等市内49ヶ所を指定避難所とし、位置図等を

記載した「大東市総合防災マップ」を全戸配付、ならびに各施設に「災害時指定避難場所」の標

識を設置し周知しております。誘導標識につきましては今後調査研究を行い、避難誘導を的確か

つ迅速に行うため、本市に適した整備を検討してまいります。 

また、緊急医療体制の整備につきましては、「大東市地域防災計画」に基づき、災害医療協力病

院を指定し、災害のため医療機関等が混乱し市民が医療の途を失った場合に医療等を提供し被災

者の保護を図るため、災害時の医療活動を行うこととしております。 

公立学校の耐震化率につきましては、できる限り早く計画的に耐震診断ならびに耐震工事を進

めていきたいと考えております。 

住宅の耐震化につきましては、平成20年８月１日から住宅の耐震診断費用の一部補助を実施し

ております。耐震改修工事に係る補助制度については、市民の利用状況や本市の財政面を考慮し、

総合的に検討いたします。 

 

(4) 府民生活の基本となる「安心・安全な生活」を確保するため、大阪府警などとも連携し、

治安対策を強化すること。さらに、登下校時の子どもを地域で見守るといった地域における

安全施策を高めるよう、施策を充実させること。 

 

（回答） 

本市において、本市・市民及び事業者が、人権を尊重しお互いに協力して犯罪・事故を防止し、

安全で住みよい地域社会を実現することに努めることを基本理念とし、そのような地域社会を実

現するための市・市民及び事業者の責務とそのための基本事項を定めた「大東市生活安全条例」

を、平成14年４月１日から施行しています。 

条例では、第３条で「市の責務」として、基本理念に基づき市は、関係行政機関及び関係団体

と密接に連携をとりながら、広報活動・啓発活動、環境整備及び市民がそれぞれの地域で自主的

に行う安全活動に対する支援等必要な施策の実施に努めるものと規定されています。 

また、第６条において「市長は、この条例を効果的に運用するため、必要な組織を設けること

ができる」と規定しており、この規定に基づき大東市生活安全推進連絡会を設置しています。こ

の連絡会は、①市長及び四條畷警察署長をはじめとする地域における生活の安全確保のために活
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動する団体を代表する者、②地域の安全確保に関し見識を有する者、③行政機関を代表する者等

23名を委員とし、①市民及び事業者等の安全意識の高揚を図るための啓発に関すること、②地域

における市民及び事業者等の安全活動の推進に関すること、③地域の生活環境の整備及び改善に

関すること、等について検討及び協議し決定するとともに、その決定事項を効果的に実施するこ

と、としています。 

市としては、犯罪・事故を防止し安全で住みよい地域社会を実現するために、四條畷警察署は

もとより関係行政機関及び関係団体と密接に連携をとりながら、施策を推進してまいります。 

また、子どもの「安全・安心な生活」の確保の観点から、危険情報をお知らせするものとして

大阪府警による「安まちメール」、小学校ごとの危険情報を掲載した「地域安全マップ」の周知

を図っており、通学路や地域の安全確保を目的として、市内全域において子ども見守り活動及び

「子ども110番の家」運動を積極的に進めているところです。 

 

(5) 大阪特有の食文化と地元農水産物を生かした消費拡大と地元生産者の収入増、食料自給率

の向上、生産物輸送による温室効果ガス削減などの観点からも、「地産地消」を推進させる

こと。また各自治体での食料自給率や地産地消の取り組みの目標値など設定すること。 

 

（回答） 

地産地消の取り組みは、現在、毎年秋にＪＡ大阪東部と共催で開催いたしております「農業ま

つり」で地元農業者が地場産野菜等を販売しています。また、まだ１組織ではありますが、地元

生産農家組織がＪＡ大阪東部営農経済センター前で毎週木曜日に直販施設を開き、新鮮な地元農

産物を販売しています。 

平成18年度からは「大阪エコ農産物」の取り組みを始めており、今年度は水稲18.5ａ・たまね

ぎ５ａ・じゃがいも５ａを栽培し、収穫物のほとんどが学校給食用食材として出荷される予定で

す。今後もこれらの地産地消の取り組み活動が広がりますようＪＡ大阪東部と協力して支援を続

けてまいります。 

 

(6) 人権を救済するための法整備に向けて国に働きかけ、そして大阪府とも連携して、人権啓

発活動も強化すること。 

 

（回答） 

総合的な人権救済システムの整備の必要性は認識しており、大阪府・大阪府市長会と連携を保

ちながら国に対し要望しているところです。 

また、本市は平成４年に「差別撤廃・人権擁護都市宣言」をし、さらに、人権相談窓口の設置

による対応や、人権啓発団体ヒューネットだいとうと連携しての啓発活動を推進するなど、同和

問題をはじめとする様々な人権問題の解決と人権尊重の社会の実現に向けて取り組んでおりま

す。 

 

(7) 戦争の悲惨さと平和の尊さを次世代につなげていくためにも、平和の大切さを強調する施
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 大東市への要請内容と回答 

策の充実を図るとともに、平和発信機能の強化を行うこと。 

 

（回答） 

本市は、あらゆる国の戦争と核兵器の廃絶を強く訴えるとともに、この人類普遍の大儀に向か

って不断の努力を続けることを決意する旨、昭和58年に「非核平和都市宣言」を行いました。具

体的には、５月の「憲法週間記念のつどい」、「ナガサキ平和ツアー」「非核平和都市宣言のつど

い」「平和パネル展」等をはじめとする催しを行い、戦争の悲惨さと平和の尊さを強く訴えてき

たところです。今後も平和発信施策により訴えていきます。 

－5-3大東－13－ 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


